
【平成22年4月22日(木)経営改革懇話会提出資料】

平成 22年 度当初予算のポイント

◆会計別歳入歳出予算

【一般会計の特徴】

◎将来にわたり持続可能な行財政運営を実現するための取り組みを積極的に行い、ピンチをチャンスヘ。

平成22年 度一般会計予算額は、474億 3千万円で、前年度当初予算額より、28億 3千 万円の増額

(+6.3%)と しました。

予算規模が大幅に増額となった要因は、国による子ども手当の創設により約20億 円、生活保護費

や障害者関連の扶助費で約3億 円、保育所や幼稚園、小中学校の施設の耐震化など、首通建設事業費

で約31意円、この他、中′J 企ヽ業者向けの資金融資枠の拡大や国体などの開催もござしヽます。

市税や国からの交付金 ・譲与税が減額となり、大変厳ししヽ予算編成でしたが、集中改革プランの見

直しを前倒しする中で、全庁挙げて徹底した歳出の削減に向けた見直し、歳入における財源の確保に

取り組みました。

『予算編成方針に掲げた5つ の基本方針』        【 具体的な主要事業は7～ 10買 参照】

※ 現在策定中の第2次集中改革プランに基づく、平成26年度に向けた持続可能な財政運営を目指すための

改革の推進

※ 介護や中小企業に対する資金融資など社会情勢に応じた安全・安心な習志野版セーフティネット事業の

充実

※ J 中ヽ学校施設整備など教育環境の充実を図るとともに、こども園構想の実現や保育所整備などによる

子育て先進都市づくり

※ 環境負荷の軽減を目指した習志野市地球温暖化対策地域推進計画に基づくエコ対策の推進

※ 」R津 田沼駅南回周辺開発やその他の市民生活に密着した都市基盤整備の促進

【国民健康保険特別会計の特徴】

国民健康保険特別会計は、135億 1千400万 円で、前年度対比、31意7千 700万 円、2.9°/。の増加

としました。65歳 から74歳 の前期高齢者である被保険者数の増力Bに伴い医療給付費が増カロしてしヽま

す。平成17年 度以来、保険料を据え置しヽてましヽりましたが、22年 度につしヽては一般会計からの繰出

金は前年並みとし、結付費の上曽額分につしヽて保険料の改定を予定してしヽます。

【公共下水道事業特別会計の特徴】

公共下水道事業特別会計は、801意5千600万 円で、前年度対比、約51意1千800万 円、6,O°/Oの減

額としました。事業費が減少した要因は、20年度から取り組んでしヽる津日沼浄化センター既存施設

の改築更新、水処理施設の増設に伴うもので、年書」り額が減少したことによるものです。

(単位 :千円、%)
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【老人保健特別会計の特徴】

老人保健特別会計は、2①O万円で、前年度対比、約800万 円、80.1%と 大き<減 少してしヽます。

20年 4月からの後期高齢者医療制度の倉」設に伴しヽ、老人保健制度が廃止されたもので、本会計は経

過措置として継続してしヽましたが、今年度をもって終了となります。

【介護保険特別会計の特徴】

介護保険特別会計は、67億 500万 円で、前年度対比、約31意4千万円、5,3%の増加です。第4期

介護保険事業計画に基づく2年目の予算であります。

【後期高齢者医療特別会計の特徴】

後期高齢者医療特局」会計は、12億 1千5①O万円で、前年度対比、3千800万 円、3.2°/。の増加とし

ました。主な内容は、被保険者から徴収した保険料を、県内の市町村で構成する「千葉県後期高齢者

医療広域連含」に納1寸する細付金及び保険料の徴収事務や各種申請の受付等にかかる事務費等です。

―機会計の主け持宙

【歳入の状況】

1.1款 、市税は約 247億 円で前年度より約8億 円、3.1%の 減。景気低迷などにより個人市

民税で5億 4千 万円、法人市民税で約 3億 6千 万円の減少、固定資産税では土地が約4千 万円の

減となる一方、家屋は約 2億 4千 万円の増加となる。

2,8款 、地方特例交付金では、児童手当及び子ども手当特例交付金で7千 8百 万円の増額となる
一方、減収補てん特例交付金で2千 4百 万円、特別交付金で9千 1百万円の減となる。

3,9款 では普通交付税を、国の地方財政対策等を勘案し、2億 円増の9億 円を計上。

4,20款 では、臨時財政対策債を、9億 4千 万円増の28億 5千 万円を計上。

5.13款 、国庫支出金は、約23億 8千 万円の増加。

国庫負担金では、子ども手当の創設に伴い18億 2千 万円の増、この他、生活保護費や障害者

自立支援給費などで 1億 9千 万円増加。

国庫補助金では、小学校大規模改造事業交付金など教育費国庫補助金が約 7千 万円、公共施設

管理者負担金など土木費国庫補助金は約 9千 万円、消防費国庫補助金では、車両整備の補助金と

して約4千 万円の増加となっている。

6.17款 、繰入金は、約 5億 7千 万円の減少。

基金繰入金では、財政調整基金は前年度より5億 円減の8億 円を計上。

市債管理基金は、はばたき債償還分の 1億 5千 万円、

都市施設整備基金は、JR津田沼駅南回特定土地区画整理事業関連の財源として、約 1億 円、

環境整備協力費基金からは、学校施設整備費の財源として約 2億 4千 万円、

すこやか子育て基金からは、保育所耐震対策事業などの財源として約 2億 円を計上。

また、企業局 (公営企業会計)からの繰入金を3億 円計上している。

フ.環 境再生保全機構償還財源として、企業庁負担金の2億 3千 万円を計上。

8,ボ ー トピア環境整備協力費を1億 8千 9百 万円計上。 (21年 度下期、22年 度上期分)



基 金 の 活 用
各施策を推進し、市民サービスの充実を図るために、基金(貯金)を有効的に活用しました。

① 財政調整基金繰入金 8億 円 ≪ 前年度比△5億円≫
→ 市民サービスの充実のために各事業の財源として活用しました。

【財政調整基金残高 (各年度末)の推移】
H20 13億9千万円 →  H21 9億5千万円 →  H22見込 6億5千万円 (含剰余金処分見込み)

o市 債管理基金繰入金 1億 5千万円 ≪ 前年度比△3億1千万円≫
→  「はばたき債」の償還のための財源として活用しました。

o環 境整備協力費基金繰入金 2億4,384万1千円 ≪前年度比△約1千500万円≫
→ 小 ・中学校大規模改造事業などの学校施設整備計画の財源として活用しました。

この財源を活用することで、平成22年度は、約9億4千万円の事業を行うことができます。

【ボー トピア習志野からの環境整備協力費を活用】

o都 市施設整備基金繰入金 1億 346万7千円 ≪ 前年度比△約1億4千500万円≫
⇒ 」 R津田沼駅南□特定土地区画整理事業関連に必要な一般財源分として活用しました。

① す こやか子育て基金繰入金 2億 549万5千円 ≪前年度比十約7千800万円≫
→ 若松保育所改築事業、保育所耐震対策事業、こども園整備事業に必要な財源として活用しました。

o社 会福祉基金繰入金 2,500万 円 ≪前年度比 皆 増≫
→ 社会福祉法人が事業主体となる、新総合福祉ゾーン複含施設整備の財源として活用しました。

※全基金残高の22年度末見込み
39億 円 (21年度末見込み 52億円、△13億円)

【歳出の状況】

◎主な節別の増減

1.退 職手当 1,222,404千円(21年度1,419,936千円、前年度比△197,532千円、△13.9%)

2.① 委託料 (その他)4,558,466千円(21年度4,393,880千円、前年度比+164,586千円、+3.7%)

委託料 (その他)の 主な増減要因は、緊急雇用創出事業で169,245千円、単独校給食調理業務にお

いて秋津小を新規に取り組むことなどにより22,228千円、選挙関係で19,560千円、固定資産税の評価

替えに伴い18,239千円、国勢調査で13,481千円、コールセンターを設置する徴収事務費で8,580千円

増加となつている。
一方減額となるものは、コミュニティバス実証運行事業で京成大久保駅ルー トを補助事業に切替

え、実籾駅ルー トを廃止することにより47,740千円、財務会計システムを1年間延長して使 うととも

に(パ ソコンにかかる費用を賃借料に振替えたことによる電算委託料で25,620千円、公園維持管理事

業で16,459千円、校外活動事業で12,922千円などである。

2.② 委託料 (建設事業)281,042千円(21年度280,994千円、前年度比+48千 円、+0。0%)

委託料 (建設事業)の 主な増減要因は、公共施設の耐震診断で47,349千円、保育所耐震対策事業で

12,220千円、小中学校の大規模改造事業で47,090千円減少となる一方、増加となるものは、鷺沼中央

跨線橋耐震対策事業で47,700千円、津田沼小学校全面改築事業で40,000千円、市道00-101号線道路

拡幅整備事業で17,617千円などである。
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3.工 事請負費 2,334,123千 円(21年度2,085,192千 円、前年度比+248,931千 円、+11.9%)

工事請負費の主な増加要因は、谷津保育所の建設等に伴 う保育所耐震対策事業で264,831千円、若

松保育所改築事業で211,505千円、 (仮)杉 の子こども園建設等に伴うこども園整備事業で70,171千

円、泉団地大規模改修事業で189,000千円、芝園公園スポーツ施設整備事業で30,000千円、鷺沼児童

会室の増設に伴 う放課後児童会施設整備事業で26,000千円、京成実籾駅南口開発整備事業で25,000千

円、地球温暖化対策へ取り組む本庁舎設備省エネ改修事業で21,500千円、屋敷幼稚園アスベス ト対策

事業で21,000千円などである。

一方、減少となるものは、高等学校防災対策事業で200,000千円、中学校大規模改造事業で66,340

千円、 3・ 4・ 11号 線整備事業で62,900千円、JR津田沼駅南口駅前広場ペデス トリアンデッキ改良

事業で40,000千円、この他、21年度の国の補正予算を活用し一部事業を21年度へ前倒ししている。

4=備 品購入費 330,550千円(21年度218,709千円、前年度比+111,841千円、+51.1%)

備品購入費の主な増加要因は、消防車両等整備事業で97,000千円、若松保育所改築事業で33,550千

円増額となる。
一方、小中学校においては20,794千円を減額している。

5_① 負担金1,934,862千円(21年度1,662,769千円、前年度比+272,093千円、+16.4%)

負担金の主な増加要因は、国民体育大会開催事業で139,357千円、公共施設管理者負担金が市道00-

101号線道路拡幅整備事業で221,000千円、

一方減少となるものは、千葉県後期高齢者医療広域連合に対する運営費及び給付費負担金で12,339

千円、第二斎場建設等に伴 う四市複合事務組合への負担金が12,773千円、」R津田沼駅南口特定土地区

画整理事業関連として、千葉県への地元負担金分で11,250千円、近隣 (防災)公 園整備事業で30,000

千円などによるもの。

5。 ②補助金1,259,295千円(21年度1,170,832千円、前年度比+88,463千円、+7.6%)

補助金の主な増減要因は、新総合福祉ゾーンの建設補助で25,000千円、中小企業資金融資における

利子補給で23,155千円、コミュニティバス運行事業で23,678千円、」R津田沼駅南日特定土地区画整理

事業で20,000千円、入所児童助成で20,068千円増加する一方、プレミアム付市内共通商品券発行で

11,000千円、敬老事業で14,988千円減少することなどによるもの。

6.扶 助費 7,o23,354千円(21年度5,348,211千円、前年度比+2,275,143千円、+42.5%)

扶助費の主な増加要因は、子ども手当で1,986,930千円、生活保護費で197,114千円、障害者の自立

支援費給付事業などで92,463千円増加することなどによるもの。

フ.繰 出金 4,746,011千円(21年度4,735,014千円、前年度比+10,997千円、+0。2%)

各特別会計への繰出金

国民健康保険特会 1,088,169千円(21年度1,061,285千円)、

公共下水道事業特会2,400,378千円(21年度2,447,260千円)、

老人保健特会

介護保険特会

0千円(21年度  4,380千 円)、

1,064,678千円(21年度1,024,514千円)、

前年度比+26,884千円、+2.5%

前年度比△46,882千円、△1.9%

前年度比 △4,380千円、皆減

前年度比+40,164千円、+3.9%

前年度比 △4,789千円、△2.4%後期高齢者医療特会 192,786千 円(21年度 197,575千 円)、
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歳出の概要

(1)目 的別経費の状況

【主な増減理由】

◆総務費 86,950千円の増

主な増加要因は、第 65回 国民体育大会開催事業 (139,430千円)、 国指定統計調査

(78,922千円)、 参議員議員選挙 (29,811千円)、 本庁舎省エネ改修事業 (23,000千円)、

固定資産税等賦課事務費 (18,565千円)、 情報通信基盤整備事業 (16,377千円)で す。
一方、主な減少要因は、退職手当 (△197,532千円)、 衆議院議員選挙 (△26,189千円)、

財務会計事務事業 (△25,404千円)、 コミュニティバス運行事業 (△23,009千円)で す。

◆民生費 2,760,836千円の増

主な増加要因は、子ども手当支給事業 (2,839,200千円)、 保育所耐震対策事業 (271,015

千円)、 生活保護費 (197,114千円)、 若松保育所改築事業 (184,564千円)、 障害者自立支援

法に基づく給付事業 (81,524千円)、 こども園整備事業 (65,889千円)で す。
一方、主な減少要因は、児童手当支給事業 (△857,380千円)、 職員給与費 (△96,113千円)

です。

◆衛生費 119,399千円の減

主な減少要因は、茜浜
一般廃棄物最終処分場用地管理事業 (△110,141千円)、 芝園清掃

工場運営費 (△48,848千円)で す。
一方、主な増加要因は、職員給与費 (46,741千円)で す。

◆商工費 156,496千円の増

主な増加要因は、中小企業振興事業 (123,246千円)、 緊急雇用創出事業 (工業実態調査

事業)(14,218千 円)、 緊急雇用倉J出事業 (観光情報のデ
ータベース化と観光ガイ ドブックの

作製事業)(12,776千 円)で す。

◆土木費 226,300千円の増

主な増加要因は、京成実籾駅南口開発整備事業 (295,303千円)、 市道00-101号線道路拡幅

整備事業 (238,617千円)、 泉団地大規模改修事業 (192,282千円)で す。
一方、主な減少要因は、公共用地及び公共用代替用地取得事業 (△207,248千円)、 3・

3・ 3号線整備事業 (△66,446千円)、 公共下水道事業特別会計繰出金 (△46,882千円)、

道路改良事業 (△41,700千円)、 」R津田沼駅南口駅前広場ペデス トリアンデッキ改良事業
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(単位 :千 円)

款 平成22年度予算額 平成21年度予算額 ルヒ  宅交 構成比 % 増減率 %

1.議  会  費 402,810 416,860 ∠ヽ  14,050 0,8 △ 3.4

2.総  務  費 5,851,747 5,764,797 86,950 12,3

3.民  生  費 15,204,573 12,443,737 2,760,836 32.0 22.2

4,衛  生  費 3,591,308 3,710,707 ∠ゝ  119,399 7.6 △ 3.2

5,労  働  費 43,333 45,802 ∠ゝ  2,469 0.1 △ 5.4

6.農 林水産業費 93,689 96,015 ∠ゝ  2,326 0。2 △ 2.4

7,商  工  費 933,738 777,242 156,496 2,0 20。1

8,土  木  費 6,909,979 6,683,670 226,309 14.6

9,消  防  費 1,981,005 1,912,557 68,448 4.2 3.6

10.教  育   費 7,016,451 7,495,319 △ 478,868 14.8 △ 6,4

11.公  債 費 4,892,995 4,753,063 139,932 10.3 2.9

12,諸 支 出 金 408,372 400,231 8, 141 0,9 2.0

13.予  備   費 100,000 100,000 0 0.2 0。0

△ 計 47,430,000 44,600,000 2,830,000 100.0 6,3



(△40,500千円)、 谷津千潟自然観察センター管理運営事業 (△35,956千円)、 職員給与費

(△33,049千円)で す。

◆消防費 68,448千円の増

主な増加要因は、消防車両等整備事業 (97,000千円)、 緊急雇用創出事業 (防火対象物 ・

危険物施設台帳の電子化事業)(29,201千 円)で す。
一方、主な減少要因は、職員給与費 (△50,903千円)で す。

◆教育費 478,868千円の減

主な減少要因は、高等学校防災対策事業 (△200,000千円)、 津田沼小学校全面改築事業

(△108,492千円)、 中学校大規模改造事業 (△82,390千円)、 小学校施設改善整備事業

(△46,200千円)、 小学校大規模改造事業 (△38,640千円)、 職員給与費 (△29,473千円)

です。
一方、主な増加要因は、芝園公園スポーツ施設整備事業 (43,749千円)で す。

(2)性 質別経費の状況
(単位 :千 円)

区 分

平 成 22年 度 平成21年度 較

予算額

A

構成比

%

予算額の財源内訳 予算額

B

構成比

%

増減額

(A―B)=C

増減率

(C/B)%特定財源
一般財源

1 .人  件 費 11,604,994 24.5 1,247,944 10,357,050 11,901,868 26.7 ∠ゝ  296,874 △ 2 . [

2 .物  件 費 9,539, 20。1 2,390,999 7,148,332 9,428,408 21.2 110,923 1

3.維 持 補 修 費 221,508 18,982 202,526 223,629 ∠ヽ  2,121 △ 0 . g

4.扶  助  費 7,623,354 16.1 5,573,863 2,049,491 5,348,211 12.0 2,275,143 42.5

5.補 助 費 等 1,496,230 127,535 1,368,695 1,310,933 185,297 14.1

6 .公  債 費 4,889,870 10.3 377,452 4,512,418 4,749, 10.6 140,130

ゥ 普通建設事業費 5,346,849 11.3 159,372 1 5,030,067 11.3 316,782

:うち事業費支弁人件費 178.228 159,062 167,669 10,559

内

訳

補 助 2,038,952 1,876,385 162,567 1,791, 323 247,629 13.8

単 独 3,307,897 2,282,987 1,024,910 3,238, 7.3 69,153

8 .積  立  金 464,628 65,628 399,000 459,643 4,985

9.投 資 ・出資金 5,550 5,550 778 どゝ 3,228 △  36.8

10,貸  付   金 625,000 625,000 0 525,000 100,000 19.0

11.繰  出   金 5,512,686 11.6 261,569 5,251,117 5,513,723 12.4 △ 1,037 △ 0.0

12.予   備 費 100,000 0.2 0 100,000 100,000 0

歳 出 合 計 47,430,000 100.0 14,848,344 32,581,656 44,600,000 100.0 2,830,000

投 資 的 経 費 5,346,849 11.3 4,159,372 1,187,477 5,030,067 11.3 316,782

経 常 的 経 費 39,612,000 83.5 9,998,344 29,613,656 36,839,802 82.6 2,772,198

義務的経費 (1+4+6) 24,118,218 50.9 7,199,259 918,959 21,999,819 49.3 2,118,

事業費支弁分 を含む人件費 11,783,222 24.8 1,267,110 10,516, 12,069,537 27.1 △ 286,315 △ 2.4

(注)経 常的経費合計には性質区分繰出金のうち、国民健康保険特別会計繰出金、公共下水道事業特別会計

繰出金、老人保健特別会計繰出金、介護保険特別会計繰出金、後期高齢者医療特別会計繰出金及び

後期高齢者医療広域連合負担金の一部を含む。

※事業費支弁人件費とは…普通建設事業の執行に必要な事務に係る人件費のことで、普通建設事業費の規模

に応じて算出する。

※平成21、22年度ともに、後期高齢者医療広域連合負担金の一部を補助費等から繰出金に振り替えてお ります。
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予算編成方針における基本方針の具体的事業

組 伴 影響

事業費の積み上|ずには含んでいない。
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区分 事業名
予算額
(千円)

備 考

1 継続
経営改革推進事業
(習志野市公共施設改善案作成)

5,000

公共施設の改修コスト等、将来にわたるコストを把

握するとともに、統廃合等も視野に入れて改善案を

検討する。

継続 連結財務書類作成事業 8,000

習志野市財務書類の作成基準要領に基づく貸借対
照表他三表の財務書類、及びアニュアルレポートを

作成し、公表する。

◇拡充 単独校給食調理業務委託事業 207,828
現在直営により調理業務を実施している秋津小学

校・幼稚園において業務委託へ変更する。

く
改革への取り組み
(歳出の削減、財源の確保への取り組み)

776,389
事務事業の見直しや収入の確保への取り組みとし
て、44項目に取組むことにより財源確保を図る。

※ 改革への取り組みについては、歳出の削減、収入の確保に伴う影響額であヒ

1轟轟   畳 襲襲襲轟害聾
区分 事業名

予算額
(千円)

考備

◇拡充 中小企業振興事業 684,599

保証協会の信用保証により、市内の中小企業者が

経営上必要とする資金の調達を円滑にし、商工業の

振興育成を図るため、融資枠の拡大をするととも
に、その利子の一部を助成する。
(預託額5億円 → 6億円)

継続 緊急地域経済対策事業 50,000

緊急経済対策の一環として、市内小規模事業者に

対し公共施設の修繕等の発注を行う緊急地域経済
対策事業を継続する。

★新規 緊急雇用創出事業

フィルムスキャニング等管理用データ作成事業

家屋情報調査事業

公園安全パトロール事業

資源物持去り監視パトロール事業

商店街交流施設運営事業

商業形態実態調査事業

工業実態調査事業

観光情報のデータベース化と観光ガイドブックの作製事業

農地情報集約事業

生活保護医療扶助整理及び扶助受支給内容確認事業

地域包活支援センター高齢者台帳情報整理事業

授産作業補助事業

道路翌定協議書類電子化保存管理業務事業

マンション実態調査事業

学校安全パトロール事業

生涯学習施設環境整備事業

防火対象物・危険物施設台帳の電子化事業

住宅用火災警報器普及啓発事業

174,573

14,464

8,453

8,595

5,964

8,714

9,804

14,218

12,776

4,905

5,945

1,254

2,634

6,361

7,140

17,429

5,383

29,201

11,333

平成21年度補正予算より取り組んでいる緊急雇用

創出事業に取り組み、地域雇用を創出する。

(新規雇用の失業者数124人)

◇拡充
(国民健康保険特別会計)
人間ドック助成事業

23,075

短期人間ドックの検査費用の7書J助成の上限を、65

歳以上について25,000円から30,000円に引き上げ

る。また、助成対象年齢を35歳以上から30歳以上に

拡大する。

◇拡充 後期高齢者人間ドック助成事業 6,026
後期高齢者の短期人間ドックの検査費用の7害J助成
の上限を、25,000円から30,000円に引き上げる。
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区分 事業名
予算額

(千円)
考備

10 ★新規 高齢者ふれあい元気事業 14・902
高齢者に地域参加を促進するため、町会等が主催
する各種催し物の事業費に対し補助する。

★新規 新総合福祉ゾーン複合施設整備事業 25,000

新総合福祉ゾーンに新たに高齢者の特別養護老人
ホームや障害者のグループホーム・ケアホーム等の

複合施設を社会福祉法人が整備し、複合施設内で

市が運営する(仮称)療育相談センター、福祉交流
スペース及び福祉交流広場の整備費について補助
する。

12 継続
高齢者生活援護給付金支給事業
(セーフティネット事業)

11,292

要介護度4、5に属する高齢者のうち、市民税
非課税世帯の高齢者に給付金を年間1回
25,000円支給する。(入院療養給付金など他の
手当等を受給している方は対象外)

13 継続
高齢者入院療養給付金支給事業
(セーフティネット事業)

3,773

75歳以上で非課税世帯の高齢者が30日以上

入院した場合に年間1回25,000円を支給する。
(生活援護給付金など他の手当等を受給してい

る方は対象外)

畳 葬t==ギ:章■=車|

区分 事業名
予算額
(千円)

備 考

14 継続 若松保育所改築事業 323,157
若松保育所の老朽化対策と保育需要に対応するた
め、改築工事を実施する。

継続 保育所耐震対策事業 348,707

保育所の耐震補強及び改築工事を行う。
(大久保保育所 保育棟リース及び既存遊威室の耐
震改修工事)
(谷津保育所 改築工事)

継続
こども園整備事業
((仮)杉の子こども園の整備)

88,186 (仮)杉の子こども国の建設設計、建設工事を行う。

☆新規 屋敷幼稚園アスベスト対策事業 21,500 屋敷幼稚園のアスペスト除去工事を実施する。

◇拡充 民間保育施設入所児童助成事業 40,268

保育に欠ける児童を認可外保育施設に入所させて
いる保護者に対し、保育料との差額を助成する。
(対象施設:6施設)

◇拡充 子どもの医療費等助成事業 329,607

子どもの医療費のうち、通院の助成対象を22年12月

診療分より小学校3年生まで拡大する(自己負担金
300円の導入)。

20 ★新規 子ども手当支給事業 2,839,200
22年6月支給分より、中学校卒業までの子ども1人の
たり、13,000円の子ども手当を支給する。

◇拡充 ひとり親家庭自立支援給付金事業 5,620
母子家庭高等技能訓練促進費の1人あたりの月額
を103,000円から141,000円に引き上tずる。

継続 小学校大規模改造事業 620,900

鷺沼小学校北校舎 耐震補強大規模改造工事
実籾小学校新館 耐震補強大規模改造工事
秋津小学校校舎 耐震補強大規模改造工事
袖ヶ浦西小学校体育館耐震補強大規模改造工事
谷津小学校校舎 アスベスト対策工事
屋敷小学校検舎 アスペスト対策工事
大久保小学校プール 改修工事
秋津小学校プール 改修工事

継続 中学校大規模改造工事 224,000 ・第五中学校校舎 耐震補強大規模改造工事

24 継続 津田沼小学校全面改築事業 70,888
津田沼小学校全面改築に向けて、21年度から継続
して実施設計を実施する。

25 ◇拡充 放課後児童会運営費 179,770 適正な規模での運営により、情緒の安定や事故防
止を図るため、70名を超える放課後児童会を分害」
し、第2児童会施設を建設する。(鷺沼児童会)26 ☆新規 放課後児童会施設整備事業 26,500
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区分 事業名
予算額
(千円)

備 考

☆新規 本庁舎設備省エネ改修事業 23,000
地球温暖化対策推進を図るべく補助金制度を活用
し、本庁舎に省エネ設備の設置を行う。

◇拡充 地球温暖化対策事業 3,003

地球温暖化防止を考えるつどいやキャンドルナイト
の継続とともに、環境月間、地球温暖化防止月間等
における啓発活動の充実として、ストップ温暖化習
志野エコキヤンペーンを実施する。

◇拡充 エコシステム設置費補助事業 13,730

住宅における太陽光発電システム設置者に対する
助成を継続するとともに、高効率ガス給湯器設置者
に対する助成を開始する。

30 継続 3R推 進事業 4,378
マイバッグキャンペーンを継続実施するとともに、3
Rについての啓発活動を推進する。

中慈
一蜘一翻

一一一̈，̈一一！一
！一一一一！一一一！一一一一一一一一一，一一一一一一！一一一一！！！一一一！！！！

障密軽就金
幣 ユロ旺J`ユ

鋒翌撃襲|

区分 事業名
予算額

(千円)
備 考

継続 」R津 田沼駅南回特定土地区画整理事業 334,250

JR津 田沼駅南回土地区画整理組合の実施する土
地区画整理事業に対し経費の一部を負担及び補助
する。

継続 」R津 田沼駅南回周辺地域開発整備事業 8,496
」R津 田沼駅南回土地区画整理事業に関連し、区画
整理区域に隣接する公共施設の整備を行う。

継続 近隣(防災)公園整備事業 228,500

」R津 田沼駅南回土地区画整理事業で配置される
近隣(防災)公園の整備に向けて、用地取得(公共

施設管理者負担金)及び基本設計を行う。

34 継続 市道00-101号線道路拡幅整備事業 389,317
」R津 田沼駅南口土地区画整理事業に関連し、市道
00-101号線の拡幅を行う。

★新規 橋梁長寿命化修繕事業 4・500
橋梁の適正な管理を目的に橋梁長寿命化修繕計画

策定のための点検調査を行う。

継続 」R津 田沼駅周辺地区歩道改良事業 10,500
」R津田沼駅周辺地区の歩道を改良し、歩きやすい

歩行空間の確保を図る。

継続
都市計画道路3・3・1、3・3・3、
3'484、3コ4・11号線整備事業

312,458 本市の骨格となる都市計画道路の整備を図る。

継続 鷺沼中央跨線橋耐震対策事業 113,000
鷺沼中央跨線橋の耐震工事を行い、大規模地震発
生時における緊急輸送道路の確保を図る。

継続 コミュニティバス運行事業 71,885

京成津田沼駅ルートに続き、大久保駅ルートの本格
運行を開始。実証運行を行ってきた実籾駅ルートは
廃止する。
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区分 事業名
予算額
(千円)

備 考

40 継続

公共下水道事業の推進 2,807,700

津田沼処理区処理場補助事業 1,603,800

施設の老朽化が著しい津田沼浄化センターの耐震・

改築・増設工事を4カ年(20年度～23年度)の継続事
業で実施する。

津田沼処理区補助事業 171,500 藤崎2・4丁目地区の面整備を実施する。

津田沼処理区単独事業 395,900 藤崎2・3・4・5丁目地区の面整備を実施する。

印膳処理区補助事業 21,000 東習志野6T目 地区の面整備を実施する。

印膳処理区単独事業 336,600
大久保1・4丁目、屋敷1,2・5丁目、東習志野2・486'8

丁目、本大久保5丁目地区の面整備を実施する。

高瀬処理区単独事業 278,900 谷津5丁目地区の面整備を実施する。
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区分 事業名
予算額
(千円)

備 考

41 ◇拡充 第65回国民体育大会開催事業 152,588
平成22年9月8日～17日に開催される第65回国民体
育大会開催にかかる費用を負担する。

42 ◇拡充 第10回全国障害者スポーツ大会開催事業 2,979
平成22年10月23日～25日に開催される第10回全国
障害者スポーツ大会開催にかかる費用を負担する。

43 ☆新規 芝園公園スポーツ施設整備事業 43,749

千葉県企業庁による整備完了後に移管を受ける予
定の芝園スポーツ公園に、更衣室、管理人室を岩オ

るクラブハウス棟を建設する。

44 ★新規 消防施設耐震対策事業 9,500

防災拠点としての充実強化を図るため、耐震診断結
果による中央消防署の耐震補強基本計画を作成す
る。
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テ勤

市税或又入

旨    著

義務的経費比著

腰 タ

1,429人 、(21

22年 度予算における主な数値

※一般会計

※自主財源とは市税・使用料等市が自主的に収入しうる財源のこと。

※22年4月1日現在の企業会計を含む全職員数

年4月 1日 1,435人 、△6人 )

※一般会計と公共下水道会計の計の22年度末見込み

※普通会計の標準財政規模に対する債務残高の割合。22年度末見込み

474億 3千万円(21年 度446億 円、前年度より28億 3千万円、6.30/o増 )

約247億 5千万円(21年 度約255億 4千万円、前年度より約7億 9千万円、3.1%減 )

66.1%(21年 度73.フ %、フ.6ポ イント減)

※義務的経費とは人件費,扶助費・公債費の計で任意に肖J減できない経費のこと
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好来賃務比率

基金現在高
※全会計の22年度末見込み

166.0%(21年 度末見込み159,6%、 6,4ポ イント増)

(ただし減税補てん債等の特例債を除くと、100,3%)

39億 円(21年 度末見込み52億 円、△13億 円)
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